
　　　別紙６-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ⑧

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 内閣本府 13,577,313 20,709,999

一般会計 内閣本府 19,582,045 22,230,014

一般会計 内閣本府 108,779 570,377

一般会計 内閣本府 75,855,375 78,510,313

一般会計 内閣本府 10,000 10,000

一般会計 内閣本府 4,450,000 4,450,000

一般会計 内閣本府 8,500,000 8,500,000

一般会計 内閣本府 14,262,327 25,253,796

一般会計 内閣本府 5,000,136 4,440,000

一般会計 内閣本府 1,998 1,620

一般会計 内閣本府 2,619,000 2,619,000

一般会計 内閣本府 70,700 72,400

一般会計 内閣本府 1,603,000 1,577,000

一般会計 内閣本府 7,417,000 7,498,000

一般会計 内閣本府 5,613,000 5,639,000

一般会計 内閣本府 7,421,000 5,983,000

一般会計 内閣本府 19,991,000 21,130,000

一般会計 内閣本府 2,625,014 2,621,075

一般会計 内閣本府 2,800,000 3,360,000

一般会計 内閣本府 1,206,000 1,206,000

一般会計 内閣本府 87,000 72,000

一般会計 内閣本府 4,490,386 4,482,744

一般会計 内閣本府 14,118,525 14,050,698

一般会計 内閣本府 289,000 271,000

一般会計 内閣本府 356,000 356,000

一般会計 内閣本府 4,356,355 4,356,272

一般会計 内閣本府 12,729,016 12,729,354

一般会計 内閣本府 16,679,000 16,689,000

245,818,969 269,388,662

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

245,818,969 269,388,662

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

沖縄開発事業費 森林整備事業に必要な経費

沖縄開発事業費 社会資本総合整備事業に必要な経費

沖縄開発事業費 治山事業に必要な経費

沖縄開発事業費 水産基盤整備に必要な経費

沖縄開発事業費 農業農村整備事業に必要な経費

沖縄開発事業費 砂防事業に必要な経費

沖縄開発事業費
良好で緑豊かな都市空間の形成等のた
めの国営公園事業に必要な経費

沖縄開発事業費 港湾事業に必要な経費

沖縄開発事業費 河川整備事業に必要な経費

沖縄開発事業費 水道施設整備に必要な経費

沖縄開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費

道路交通安全対策事業に必要な経費

沖縄開発事業費 地域連携道路事業に必要な経費

沖縄開発事業費 道路交通円滑化事業に必要な経費

沖縄国立大学法人施設整備費
沖縄国立大学法人健康医療拠点施設整
備に必要な経費

沖縄教育振興事業費 公立文教施設整備に必要な経費

一般会計

沖縄保健衛生諸費 医師歯科医師等の派遣に必要な経費

沖縄北部連携促進特別振興対策特
定開発事業推進費

沖縄北部連携促進特別振興対策に係る
特定開発事業の推進に必要な経費

沖縄開発事業費 海岸事業に必要な経費

沖縄開発事業費 道路環境改善事業に必要な経費

沖縄開発事業費
道路更新防災対策事業及び維持管理に
必要な経費

沖縄開発事業費

特別会計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

沖縄政策費 沖縄政策の推進に必要な経費

沖縄政策費
沖縄科学技術大学院大学学園に必要な
経費

沖縄振興交付金事業推進費
沖縄振興交付金事業の推進に必要な経
費

小　計

沖縄振興推進調査費 沖縄振興推進調査に必要な経費

沖縄政策費 沖縄産業技術開発の推進に必要な経費

事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

小　計

沖縄北部連携促進特別振興事業費
沖縄北部連携促進特別振興事業に必要
な経費

沖縄振興特定事業推進費 沖縄振興特定事業の推進に必要な経費

政策評価調書（個別票）

沖縄振興に関する施策の推進

総合･実績･事業･その他 政策目標の達成度合い 目標達成
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項



（評価対象期間）　平成27年度～令和３年度

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 達成状況

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 達成状況

20件 20件 20件 20件 20件

24件

達成すべき目標

【施策目標】・自立型経済の実現
　　　　　　　 ・沖縄の特殊事情に起因する課題の解決
　【中目標１】生産性や稼ぐ力の向上
　【中目標２】イノベーション・エコシステムの形成
　【中目標３】跡地地域の振興
　【中目標４】こどもの貧困と貧困の世代間連鎖の解消
　【中目標５】人口流出の防止、交流・関係人口の拡大

施策の概要

【施策の概要】

沖縄の置かれた特殊な諸事情に鑑み、沖縄振興基本方針を策定し、及びこれに基づき策定された沖縄振興計画に基づく事業を推進す
る等特別の措置を講ずることにより、沖縄の自主性を尊重しつつその総合的かつ計画的な振興を図り、もって沖縄の自立的発展に資す
るとともに、沖縄の豊かな住民生活の実現に寄与する。

【令和４年度に実施した具体的取組】

令和４年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府５－９）

政策名 沖縄政策

施策名 沖縄政策に関する施策の推進

【旧施策の実績・実施状況】

（政策名／施策名）　沖縄政策の推進／沖縄政策に関する施策の推進

評価対象期間に当たる平成27年度から令和３年度においては、沖縄振興特別措置法（平成24年3月法律第14号）に基づき策定された
沖縄振興基本方針（平成24年5月内閣総理大臣決定）の下、県が策定した沖縄振興計画を実施するため、一括交付金等の特別措置が
設けられ、これらと併せ、国が直轄事業や個別の補助事業を実施することにより沖縄振興を推進した。県内総生産や就業者数を伸ばす
べく、観光業や情報通信産業、農林水産業などの各種産業の振興等に取り組んだ。

〇生産性や稼ぐ力の向上
沖縄の産業全体の更なる生産性向上に向けて、製造業等の域外競争力強化を促進するため、高付加価値製品の製造支援や物流の効率化・デジタル化等の
支援を行ったほか、各業界に必要な専門的知識・技能を有し企業の成長を牽引する中核人材や、デジタル化やDXによる幅広い産業の高付加価値化やIT産業
そのものの高付加価値化に貢献できるデジタル人材の育成を行ってきた。令和４年度においては、半導体や医療機器などの高付加価値製品の製造支援や、
物流事業者のデジタル化支援として８事業を決定し、実施している。また、人材育成においては、観光、情報、ものづくり等を含めた計10分野において14件の人
材育成プログラムを実施し、約280人が研修を修了しており、これらを通じて、沖縄における産業の高度化・高付加価値化を図った。

〇イノベーション・エコシステムの形成
OISTにおいて、企業、大学等との連携を伴う研究事業等を推進。個々の連携事業に加えて、産学連携の更なる拡大に向けたプラットフォームを構築。具体的に
は、経済産業省「J-Innovation HUB 地域オープンイノベーション拠点選抜制度・国際展開型」のプログラムの対象機関として採択を受け、令和4年度より経産省
から産学連携に関する伴走支援を受けることが可能となった。また、OISTを中心とした「グローバル・バイオコンバージェンス・イノベーション拠点」の設立につい
て、文部科学省COI-NEXT（共創の場形成支援）事業の対象事業として採択を受けた。

○跡地地域の振興
跡地利用の検討のためのアドバイザー等派遣・調査の実施、跡地利用推進のための補助金の交付等を通じて、地元の駐留軍用地跡地利用の取組を支援し
た。西普天間住宅地区跡地における沖縄健康医療拠点整備については、琉大医学部・病院を移設し、沖縄の医療体制の中核となる医療拠点を整備する。令
和６年度末の移設完了に向けて建設工事等を進め、令和4年度は基礎、躯体工事を実施した。

○こどもの貧困と世代間連鎖の解消
これまで取り組んできたこどもの貧困対策支援員の更なる増員やこどもの居場所の設置数の増に加え、新たに、避妊などに悩んでいる女性を対象に女性の避
妊支援に係る経験がある女性相談員による相談支援を行う「女性の避妊に係る相談支援事業」などを行った。
※こどもの貧困対策支援員数は4名の増、こどもの居場所数は17箇所の増となった。

○人口流出の防止、交流・関係人口の拡大
＜北部地域＞
県土の均衡ある発展を図る観点から、産業の振興や定住条件の整備等に資する実効性の高い振興事業を実施することにより、北部地域における連携促進と
自立的発展の条件整備を行っている。（例として、くいなエコ・スポレク公園施設機能強化事業、北部広域ネットワーク活用等情報化推進事業、米崎海浜公園機
能強化整備事業等が挙げられる。）
＜離島＞
離島地域の条件不利性に起因する地域課題の解決に向け、離島市町村がそれぞれの地域の実情に応じ実施する産業振興・定住条件の整備などの取組等を
支援するため、沖縄離島活性化推進事業（移住・定住環境の維持向上に資する事業等）及び沖縄小規模離島生活基盤整備推進事業（小規模離島間における
海底送電ケーブル等の整備など）を実施した。（例として、定住促進住宅整備事業等が挙げられる。）

239,987 238,472
補正予算（b） 19,871 16,363 19,357施策の予算額・執行額

（単位：百万円）

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

予算の状況

当初予算（a） 266,239 267,673

265,779 262,794 250,398

繰越し等（c） -11,196 -14,374 -825
合計（a＋b＋c） 274,914 269,662 258,519

執行額

生産性や稼ぐ力の向上

測定指標１

【主要な測定指標】

付加価値労働生産性（付加価値額／県内就業者数）

目標値
（目標年度）

660万円
（R６年度）

年度ごとの目標値

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なも

の）

・第208回国会における岸田内閣総理大臣施政方針演説（令和4年1月17日）
・沖縄復帰50周年記念式典　岸田内閣総理大臣式辞（令和4年5月15日）
・経済財政運営と改革の基本方針2022（令和4年6月7日）

施策目標
（最終アウトカム）

・自立型経済の実現
・沖縄の特殊事情に起因する課題の解決

660万円
700万円

（R9年度）
－

基準値
（基準年度）

641万円
（R元年度）

年度ごとの実績値

中目標２ イノベーション・エコシステムの形成

測定指標２

企業との連携事業数(連携協定、共同研究契約、特許活用件数等)

目標値
（目標年度）

20件
（R8年度）

年度ごとの目標値

○
基準値

（基準年度）
17件

（R3年度）
年度ごとの実績値

中目標１



R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 達成状況

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

34件

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 達成状況

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 達成状況

集計中

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 達成状況

128,979

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 達成状況

11人増加
（R3.10～
R4.9）

測定指標５－２
（離島）

離島人口社会増数

目標値
（目標年度）

増加
（R3.10～R6.9）

年度ごとの目標値

○
基準値

（基準年度）
70人減少

（R2.10～R3.9）
年度ごとの実績値

増加
（R3.10～R6.9）

増加
（R6.10～R8.9）

21%
（R9年度）

19.8%
19.7%

（R9年度）

中目標５ 人口流出の防止、交流・関係人口の拡大

測定指標５－１
（北部地域）

人口/移住・定住者数

目標値
（目標年度）

139,198人
（R８年度）

年度ごとの目標値

○
基準値

（基準年度）
128,395人
（R３年度）

年度ごとの実績値

86.0%
86.5%

（R9年度）

139,198人

測定指標４－２

困窮世帯の高校生を対象とした学習支援による大学等進学率

目標値
（目標年度）

86.0％
（R6年度）

年度ごとの目標値

－
基準値

（基準年度）
84.7％

（R3.3月卒）
年度ごとの実績値

中目標４ こどもの貧困と貧困の世代間連鎖の解消

測定指標４－１
【主要な測定目標】

沖縄子ども調査による困窮世帯の割合

目標値
（目標年度）

19.8％
（R6年度）

年度ごとの目標値

－
基準値

（基準年度）
23.2％

（R3年度）
年度ごとの実績値

参考指標１

駐留軍用地跡地における土地区画整理事業の事業認可数（累積）

参考値
（参考年度）

34件
（R３年度）

年度ごとの実績値

〇生産性や稼ぐ力の向上
測定指標１「付加価値労働生産性」のR4年度実績値については、R7年8月中旬以降に沖縄県が公
表する予定。

○跡地利用の振興
測定指標３については、令和７年度に県民意識調査（３年に１回）を沖縄県が実施する予定。

〇こどもの貧困と貧困の世代間連鎖の解消
・測定指標４－１
沖縄県が令和5年度以降3年ごとに調査をすることになっており、令和5年度の調査結果は、令和6年
6月ごろ公表予定。
・測定指標４－２
令和5年9月頃に、令和4年度実績値を沖縄県が公表する予定。

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） ② 目標達成（暫定）

（判断根拠）

旧施策の評価結果

沖縄の総人口は増加しており、就業者数や県内総生産も全国を上回る伸びを達成。
有効求人倍率については0.69（平成26年平均）から0.73（令和３年平均）に改善し、また完全失業率についても、5.4（平成25年平均 ）から
3.7（令和３年平均）に改善した。
他方、製造業の県内総生産は全国と大きな差。一人当たり県⺠所得も全国最下位から脱却できておらず、こどもの貧困も深刻な状況。
このように、着実な成果を上げた施策も少なくないが、残された課題も多く、沖縄の自立的発展や豊かな住民生活の実現は途上段階。

（参考）
＜有効求人倍率＞　0.69(平成26年）、 0.84（平成27年）、 0.97（平成28年）、 1.11（平成29年）、 1.17（平成30年）、 1.19（令和元年）、 0.81
（令和２年）、 0.73（令和３年）
典拠：厚生労働省「一般職業紹介状況」、沖縄労働局職業安定部職業安定課資料

＜完全失業率＞　5.4（平成26年）、 5.1（平成27年）、 4.4（平成28年）、 3.8（平成29年）、 3.4（平成30年）、 2.7（令和元年）、 3.3（令和２
年）、 3.7（令和３年）
典拠：沖縄県企画部統計課「労働力調査」、総務省統計課「労働力調査」

跡地利用に関する県民満足度

目標値
（目標年度）

21.0%
（R9年度）

年度ごとの目標値

－
基準値

（基準年度）
19.5%

（R3年度）
年度ごとの実績値

中目標３ 跡地地域の振興

測定指標３



担当部局・作成責任者名
政策統括官（沖縄政策担当）
総括参事官　久保　大輔

事後評価実施時期 令和５年８月

施策の分析
（目標達成・未達成に関す

る
要因分析等）

県内総生産が全国を上回る伸びを見せるなど、沖縄経済は着実に成長してきているが、一人当たり県民所得が未だ全国最下位であ
り、こどもの貧困問題など、なお解決すべき課題が存在している。　（以下は、データが把握できる令和元年度の状況であるが、令和４年
度においても同様の状況と考えられる。）

（参考）
＜令和元年度県内総生産　（名目）＞　　　　　　沖縄：46,333(億円)  全国：580,847(十億円)
＜令和元年度経済成長率　（名目/実質）＞　　沖縄：1.4/0.5(％)     全国：△0.8/△1.3(％)
＜令和元年度一人当たり県民所得＞　　　　　　沖縄：2,396(千円)　  全国：3,345(千円)
典拠：内閣府「県民経済計算」

○イノベーション・エコシステムの形成
OISTにおいて、技術開発イノベーションセンターが中心となって、企業との連携研究等の推進に取り組み、目標値に達することができ
た。産学連携については、OISTや企業の有するシーズの把握や商業化・製品化の実現の見通しなどを含め必要な支援体制をOIST内で
引き続き整備しているところであり、こうした体制の整備等が実績に結びついていると考えられ、沖縄県内におけるスタートアップ支援を
含め更なる産学連携を推進する基盤が整いつつある。

〇人口流出の防止、交流・関係人口の拡大
＜北部地域＞
北部地域は、過疎化や人口減少が進む地域を多く抱え所得面でも中南部地域との格差が見られるなど、産業振興や移住・定住条件の
整備等が課題となっていることから北部振興事業を実施しており、令和４年度については、最北の国頭村や離島である伊江村などで前
年度より減少しているものの中心的な市である名護市などでは増加しており、北部地域全体では、人口は微増となるなど施策が有効に
機能しているものと考えている。
＜離島＞
自治体の全域が離島市町村となる15市町村については、我が国の総人口と同様の傾向にあり、全体として284人の人口減となった。一
方で、産業振興・定住条件の整備などの取組等支援を目的とする沖縄離島活性化推進事業費補助金を活用した「農林水産業新規就業
者用定住型住宅確保事業（与那国町）」などの実施も寄与し、15市町村全体の離島人口社会増数としては、近年の観光産業の好調に
伴う従業員の転入など11人の増加となっている。

次期目標等への
反映の方向性

【次期の施策の方向性について】

引き続き推進

【目標・測定指標の見直し等について】

上記のとおり、依然として解決すべき課題が存在しているため、引き続き、目標の達成に向けて取組を進めていく必要がある。

○イノベーション・エコシステムの形成
OISTにおいては、今後の産学連携拡大に向けたプラットフォームの構築も含め、一定の成果をあげることができた。令和５年度から産学
連携を支援するOISTの体制も増員を図る予定であり、来年度以降、企業連携を含めた産学連携の更なる進捗を実現する体制が整って
きている。他方、共同研究をはじめ産学連携について、個々の案件を取りまとめるに当たっては相応の調整や時間を要するところ、引き
続き現在の目標値を継続して達成するべく取組を進めていく。

○人口流出の防止、交流・関係人口の拡大
＜北部地域＞
北部市町村圏事務組合が令和３年に作成した北部地域振興戦略において、期間は令和4年度から令和13年度までの10年間とされてい
るところ、令和４年度については、人口は微増となるなど施策が有効に機能していることから、引き続き目標の達成に向けて取組を進め
ていく。
＜離島＞
15市町村全体としては社会増となっており、離島施策として目標を達成しているため、次期目標値においても引き続き離島人口社会増
数の増加を達成するべく取組を進めていく。

評
価
結
果

学識経験を有する者の
知見の活用

政策評価を行う過程において
使用した資料その他の情報

○イノベーション・エコシステムの形成
令和４年度OIST事業報告書

○人口流出の防止、交流・関係人口の拡大
＜北部地域＞
沖縄県統計資料「推計人口」
＜離島＞
令和4年人口移動報告年報（沖縄県・令和5年1月公表・対象期間：令和3年10月～令和4年9月）
（https://www.pref.okinawa.jp/toukeika/estimates/2022/annual/top.html）の「市町村別人口増減数」について、各市町村の社会増減の
うち離島市町村に関する値を集計した。
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